
 

本資料は、信頼できると思われる情報ソースから入手した情報・データに基づき作成していますが、当社はその正確性、完全性、信頼性等を保証するもので
はありません。本資料は、執筆者の見解に基づき作成されたものであり、当社及び住友商事グループの統一的な見解を示す ものではありません。本資料の
ご利用により、直接的あるいは間接的な不利益・損害が発生したとしても、当社及び住友商事グループは一切責任を負いません。本資料は、著作物であり、
著作権法に基づき保護されています。 (1 / 1) 

 
 

経済概況・先行き・注目点︓足元の経済は堅調な回復が続いている。実質 GDP成長率は 2021年第 2
四半期以降前年同月比でプラスに転じ、2022 年第 2 四半期は同＋5.44％と、第 1 四半期の同＋
5.01％から加速、3 四半期連続で 5％台となり、COVID-19 拡大以前の平均的な伸びの水準を維持。特
にウクライナ情勢の影響で世界的にコモディティ関連の商品の需給がタイトになっており、同輸出が堅調に推移
しているほか、5 月初旬前後のイスラム教の断食明け大祭（レバラン）休暇もあり消費が拡大したことも寄与
した。先行きについては、輸出・投資などが堅調に推移し、回復が続くと予想する。中央銀行による 2022 年
の実質ＧＤＰ成長率予測は、前年比＋4.5～＋5.3％。IMF、世界銀行、ADB はそれぞれ同＋5.3％、
同＋5.1％、同＋5.2％と予測。注目点は、政府が優先的に整備するインフラ関連事業などを盛り込んだ
国家戦略プロジェクトが 7月に見直され、2024年末までに完工できるプロジェクトに絞られた点だ。 
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（出所）IMF、世界銀行、ADBよりSCGR作成  

小売売上高:回復ペースが加速している。7月の小売売上高は前年同月比＋8.7％（中央銀行予測値）
と前月の同＋4.1％から伸びが拡大し、回復が加速する見込み。物価上昇の影響などを受け食料品・飲料・
たばこ、自動車燃料が 2 桁の上昇になるとみられる。今後、物価上昇などの影響を受け消費マインドの悪化が
懸念されるものの、回復は続くとみられる。 
 
生産: 回復が続いている。2021 年 8 月以降、製造業 PMI は景気の好不調の節目となる 50 を上回って
いるが、7月は内需の増大が寄与し 51.3 となり、供給網の分断や卸売物価の上昇が響いた 6月（50.2）
を上回った。先行きについては、投資の拡大や政府が進めている国産品使用の奨励などの効果が続き、安定
的な回復が続くとみられる。 
 
貿易: 輸出入ともに堅調を維持している。6 月の輸出額は、前年同月比＋41％の 261 億ドルだった。パー
ム油と同関連製品の輸出規制が緩和されたためだ。同禁輸のため減速した 5月（同＋27％、216億ドル）
から、3、4 月に記録した同＋40％台を回復した。今後も堅調を維持すると予想するが、国際的な資源価格
の高騰が一服しつつあり、伸びが鈍化する可能性がある。6 月の輸入額は、同＋22.0％の 210 億ドルだっ
た。貿易収支は 51億ドルの黒字（黒字は 26 か月連続）。今後、内需拡大により輸入額が増加し貿易黒
字が縮小する可能性がある。 
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（出所）インドネシア中央統計庁、BloombergよりSCGR作成  

物価: 上昇基調。7月の消費者物価指数（CPI）は前年同月比＋4.94％と、6月の同＋4.35％を上回
った。6 月に続き 7 月も中央銀行のインフレターゲットである＋2～4％の上限を超えた。特に降雨過多で不作
だった赤唐辛子、赤玉ねぎなどの価格が高騰し食料品やアルコール飲料・たばこが同＋9.35％（6 月・同＋
8.26％）と最も高く全体を押し上げた。足元の資源価格が低下傾向にあるため、今後は緩やかな上昇になり
＋4％付近にとどまると見込まれる。 
 
金融政策:引き締めに向かっている。中央銀行は 17 か月連続で政策金利である 7 日物リバースレポ金利
（3.5％、過去最低）は据え置いているが、米国の利上げを受け預金準備率を 3 月、6 月、7 月に計
400bp 引き上げ 7.5％としており、9 月にはさらに 150bp 引き上げ 9.0％とする予定。また、7 月の会合で
は、7 日物より長い短期市場金利を引き上げる方針を示している。年内には政策金利の引き上げが開始され
ると予想する。 
 
財政政策: 財政収支は改善しつつある。COVID-19 対策のため支出が増加し 2021 年度の財政収支は
GDP 比▲4.65％だった。2022 年度の予算案では同見通しは同▲4.85％だが、財務省は同▲3.92％に
抑制することも可能との見通しを 7 月に示している。国家財政法に財政赤字の上限を同▲3％とすると規定さ
れているものの 2020 年 3 月に時限措置として緊急政令を定めその適用を停止しているが、2023 年度には
▲3％以内への縮小を目指している。 
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物価

 

為替（対ドル）:上昇している。米国での利上げ加速観測が低下したことに加え同国での貿易黒字が続いて
いることなどが背景にある。今後は、貿易黒字が続くことが好感されることに加え、同国での利上げ観測の高まり
などがルピア売りドル買いを抑制し、緩やかな上昇がしばらく続く可能性がある。 
 
株価:上昇している。ジャカルタ総合指数は、5月以降、世界の経済成長の鈍化が懸念され、大半のアジア株
がその影響を受け、同指数も下落していたが、7月中旬以降上昇傾向にある。8月には米国のインフレ率が低
下したのを受け米国での利上げペースの鈍化が期待されており、インドネシアへの投資資金の流入期待が高ま
り、同指数は上昇している。ただし、世界経済の成長に対する不透明感が高まっているため、今後は緩やかな
上昇にとどまるか、横ばいがしばらく続く可能性がある。 
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（出所）BloombergよりSCGR作成  
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